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在 チリ日 本大 使 館 経済 班 

 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2017年 11月 ） 

 

 
１．経 済 指 標  
（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） － 前

年 同 月 比 2.9％増 －  
10 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 2.9 ％ ，

季 節 調 整 済 前 月 比 は▲0.3％となり，若

干 弱 ま っ て い る 。 中 銀 に よ る と ， 昨 年 と

比 較 して，営 業 日 数 が１日 多 かった。鉱

業 は前 年 同 月 比 11.1％と引 き続 き好 調

で，鉱 業 以 外 の業 種 は同 2.2％と低 迷 し

て い る 。 先 月 に 引 き 続 き ， 商 業 ， サ ー ビ

ス 業 が 上 昇 す る 中 ， 建 設 業 が 低 下 し て

い る 。 な お ， 季 節 調 整 済 前 月 比 で は 鉱

業 は▲0.9％，非 鉱 業 部 門 は0.2％となった。 

中 銀 ア ンケ ート に よる 12月 のIMACECの予 想 は前 年 同 月 比 3.0％（中 央 値 ）となって い

る。 

 

（２） 消 費 －改 善 している－  
①  10 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE

公 表 ） は ， 前 年 同 月 比 6.0 ％ と な っ た 。

同 指 数 の小 売 業 （除 く車 ）は同 2.2％と

なった。 

②  10 月 の ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト 販 売 額

（ 実 質 ， INE 公 表 ） は ， 前 年 同 月 比 ▲

2.0％となった。 

＜概 要 ＞ 景 気 は投 資 が減 少 しているものの，回 復 している。  
● 消 費 は改 善 している。  
● 企 業 マインドと生 産 は回 復 している。  
● 失 業 率 は緩 やかな上 昇 傾 向 にある。  
● 消 費 者 物 価 は低 下 している。  
● 貿 易 は輸 出 が高 まっている。  
● 銅 価 格 は引 き続 き高 水 準 にあるが，為 替 はペソが弱 くなっており，株 価 も下 落 し始 め

ている。  
先 行 きについては，大 統 領 選 挙 後 の景 況 感 と，国 際 経 済 の不 透 明 感 による為 替 及

び銅 価 格 に引 き続 き留 意 する必 要 がある。 
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（ポイント）
企業業況判断指数（IMCE）
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③  10月 の商 業 販 売 額 （チリ商 工 会 議 所 公 表 ，サンティアゴ首 都 圏 ，暫 定 値 ）は，▲0.9％

となった。 

④  10月 の消 費 者 認 識 指 数 （CEEN公 表 ）は109 . 2と前 月 （112 . 0 ）から下 落 している。現 状

指 数 は113 . 6（123 . 8），将 来 指 数 は107 .9（107 .9）となった。  

⑤  10月 の新 車 販 売 台 数 は30,114台 （前 年 同 月 比 17 .9％）となった。  

 

（３） 鉱 工 業 生 産 ，電 力 －回 復 してい

る－  
10 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同 月

比 0.6 ％ と なっ た 。 セ ク タ ー 別 で は ， 革 製

品 が 21.1 ％ ， 石 油 派 生 製 品 が 15.8 ％ と

急 増 す る 一 方 ， 自 動 車 が 同 ▲ 48.8 ％ ，

その他 の運 搬 製 品 が同 ▲27 .2％，印 刷

が▲21 .2％と下 落 が続 いている 

10月 の鉱 業 生 産 指 数 は前 年 同 月 比

10 .5％，銅 生 産 量 は同 13.3％となった。 

10 月 の 電 力 指 数 は 前 年 同 月 比

2.7％となった。 

 

（４） 企 業 の業 況 判 断 －回 復 してい る

－  
11月 のIMCE（企 業 業 況 判 断 指 数 ）は

47 .01 ポ イ ン ト と ， 先 月 か ら 比 較 す る と 後

退 している。前 月 差 は▲1.95ポイントとな

っ た 。 内 訳 を 見 る と ， 商 業 が 53.86 （ 同

2.10 ポ イ ン ト ） で ， 鉱 業 の 50.66 （ 前 月 差

▲ 11 .55 ポ イ ン ト ） を 超 え る こ と と な っ た 。

製 造 業 も 45 .51 （ 同 ▲ 1.28 ポ イ ン ト ） と 回

復 している。一 方 で，建 設 業 が36.97（同

0.99ポイント）と低 迷 が続 いている。 

 

（５） 不 動 産 － 住 宅 ・ 非 住 宅 と も に 下

落 している－  
10 月 の 建 築 許 可 面 積 （ INE 公 表 ） は

前 年 同 月 比 ▲15 .3％（3か月 移 動 平 均 ）

と下 落 が続 いている。内 訳 を見 ると，これ

ま で 好 調 だ っ た 住 居 が 同 ▲ 11.8 ％ と 反

転 し ， 非 住 居 は 同 ▲ 17 .9 ％ と 悪 化 が 続

いている。 
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就業者数 失業率（右目盛）
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(%) 消費者物価の動向

総合 コア 政策金利

インフレターゲット
（2～4％）

（６） 雇 用 － 失 業 率 は 緩 や か な 上 昇

傾 向 にある－  
８ ～ 10 月 期 の 失 業 率 は 先 月 に 引 き 続

き 6.7 ％ と ， 緩 や か な 上 昇 傾 向 と な っ て い

る。前 年 同 期 比 で見 ると，労 働 力 人 口 は

197 , 789 人 増 加 （ 前 年 同 期 比 2.3 ％）， 就

業 者 数 は 155 ,909 人 増 加 （ 同 1.9 ％ ） し ，

失 業 者 数 は41 ,880人 減 少 （同 7.5％）して

い る 。 就 業 者 数 を 職 業 別 に み る と ， そ の

他 の サ ー ビ ス が 前 年 同 期 比 13.0 ％ ， 社

会 保 険 サービスが同 10.5％，不 動 産 が7.8％と増 加 する一 方 ，鉱 業 が▲8.0％，製 造 業 が

▲3.7％と減 少 している。 

10月 の賃 金 は，名 目 は前 年 同 月 比 5.2％，実 質 は同 3.4％となった。 

 

（７） 物 価 －低 下 している－  
11月 の消 費 者 物 価 指 数 （総 合 ）は，前

月 比 は 0.1 ％ ， 前 年 同 月 比 は 1.9 ％ と な っ

た 。品 目 別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る と

燃 料 （ 6 .2 ％ ） ， ア ル コ ー ル ・ タ バ コ （ 6 .2％ ）

が 上 昇 し て い る 一 方 ， 衣 料 品 ・ 靴 （ ▲

5.7 ％ ） ， 生 鮮 野 菜 果 物 （ ▲ 1.7 ％ ） ， 通 信

（▲1.2％）と下 落 している。 

中 銀 ア ンケ ート に よる12月 の消 費 者 物

価 指 数 （総 合 ）の予 想 は前 月 比 0.1％とな

っている。インフレ期 待 は1年 後 ：2.5％（前

月 2.8％），2年 後 ：3 .0％（前 月 3.0％）であり，物 価 の回 復 には時 間 がかかると見 ている。 

10 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ） は， 前 月 比 は2.5％， 前 年 同 月 比 は 15.0 ％と なった 。 鉱

業 が上 昇 （前 年 同 月 比 30 .4％）し続 け る一 方 ，銅 以 外 の産 業 では低 下 （同 2.6％）してお

り，特 に農 耕 牧 畜 （同 ▲2.5％），建 設 （同 ▲0.9％）で低 下 している。 

 

（８） 貿 易 －輸 出 が高 まっている－  
①  11 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は 60 . 2 億 ド ル

（前 年 同 月 比 15 .3％）となった。内 訳 を見

る と ， 鉱 業 品 35 .5 億 ド ル （ 同 23 .0 ％ ） ， 農

林 水 産 品 2.0 億 ドル（ 同 ▲16.0％）， 製 造

業 品 22.7億 ドル（同 8.4％）となった。鉱 業

品 の う ち 銅 は 32 .6 億 ド ル （ 同 27 .4 ％ ） と な

った。 

②  11 月 の 輸 入 額 （ FOB ） は 55 . 0 億 ド ル
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IPSAサンティアゴ主要株価指数（2002/12/30=1000）

（ 前 年 同 月 比 14.1 ％ ） と な っ た 。 内 訳 （ CIF ） は ， 消 費 財 19.4 億 ド ル （ 同 16 .2 ％ ） ， 中 間 財

27 .4億 ドル（同 17 .2％），資 本 財 11 .6億 ドル（同 3.9％）となった。 

③  11月 の貿 易 収 支 （FOB）は5.8億 ドルの黒 字 となった。 

 

（９） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （FOB）：10月 の貿 易 額 は，輸 出 額 4.7億 ドル（前 年 同 月 比 18 .2％），輸 入 額

1.6億 ドル（同 3.5％），貿 易 総 額 では6.3億 ドル（同 14 .1％）となった。 

②  対 中 貿 易 （ FOB ） ：10 月 の 貿 易 額 は， 輸 出 額 20 .0 億 ド ル（ 前 年 同 月 比 42.8％ ） ， 輸 入

額 13.2億 ドル（同 11 .4％），貿 易 総 額 では33 .3億 ドル（同 28 .4％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （FOB ）：９ 月 の貿 易 額 は， 輸 出 額 3.3億 ドル（前 年 同 月 比 13 .2％），輸 入 額

1.1億 ドル（同 ▲33.4％），貿 易 総 額 では4.5億 ドル（同 ▲4.0％）となった。 

 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －高 水 準 を維 持 している－  
11月 の国 際 銅 価 格 は，1ポンド3 .138ドル（１日 ）

で始 まり，中 国 の景 気 不 安 が伝 わる中 じりじりと

下 が り 続 け ， 11 月 19 日 の 大 統 領 選 挙 後 は ペ ソ

安 も 影 響 し て 一 時 値 を 上 げ た が ， 月 末 に は

3.0667 ド ル （ 30 日 ） と 前 月 末 比 ▲ 0.6 ％ で 終 了 し

た。 

11月 の銅 在 庫 は，568 , 421トン（１日 ）で始 まり，

月 末 に は 547 , 243 （ 30 日 ） と 前 月 末 か ら 減 少 し

た。 

 

（２） 為 替 －ペソが弱 くなっている－  
11月 の為 替 は，1ドル636 . 80ペソ（１日 ）で始 ま

り，19日 の大 統 領 選 挙 に向 けてペソ高 傾 向 にあ

っ た も の の ， 選 挙 後 に 反 転 し ， 月 末 に は 642 .41

ペソ（30日 ）と前 月 末 比 5.92ペソとなった。 

 

（３） 株 価 －下 落 している－  
11 月 の IPSA 値 （ サ ン テ ィ ア ゴ 主 要 株 式 指 数 ）

は 5512 . 07 ポ イ ン ト （ ２ 日 ） で 始 ま り ， 先 月 末 か ら

引 き 続 き 緩 や かな 下 落 を 続 け て い た が， 19 日 の

選 挙 後 に 急 速 に 下 落 し ， 月 末 に は 5030 . 99 ポ イ

ン ト （ 30 日 ） と な り ， 前 月 末 比 ▲ 10 .0 ％ で 終 了 し

た。  
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3．経 済 トピックス 

（１） 電 力 入 札 の史 上 最 低 価 格 の提 案 （報 道 ）  
 今 般 の 電 力 入 札 に 於 い て ， 新 た に 低 価 格 の 入 札 更 新 が あ っ た 。 １ ０ 月 ３ １ 日 に 開 か れ た 入 札 で ， こ

れ まで の と こ ろ 最 低 の 入 札 価 格 で あ っ た ２ ９ 米 ド ル ／ MW ｈに 対 し ， Ｅ ｎ ｅ ｌ 発 電 会 社 は ， 太 陽 光 発 電 よ

る供 給 で２１．４８米 ドル ／ＭＷｈの 提 案 を行 っ た 。  

 業 界 コンサ ル タント は， 入 札 の 大 半 は 「Ｅ」 社 が 落 札 する だ ろう ， 全 体 の７ ０％か ら少 なく と も５０ ％ は 同

社 が 抑 え るだろうと 見 通 し ている。  

 この他 にも，Ｇ ＰＧソーラーチリが２４．８米 ドル／ＭＷｈ，２社 の 再 生 可 能 エネルギー発 電 会 社 が３０米

ドル／ＭＷｈ，チリ 大 手 発 電 事 業 者 Ｃｏｌｂｕｎ社 は ５４米 ドル／ＭＷｈの提 案 を 行 っている。  

 ロ メロ 国 家 エ ネ ル ギ ー 委 員 会 （ Ｃ Ｎ Ｅ ） 委 員 長 は ， チ リ で は ， か つ て ２ １ ， ２ ４ ～ ２ ６ 米 ド ル ／ Ｍ Ｗ ｈ と い う

提 案 価 格 はなく 歴 史 的 な価 格 である。これは 産 業 及 び 国 民 にと って 朗 報 であると述 べた。  

 本 入 札 は ， ２ ０ ２ ４ 年 か ら２ ０ 年 間 ， 年 間 当 た り ２ ，２ ０ ０ GW の電 力 供 給 を 決 定 する も の で 国 内 電

力 系 統 に 供 給 される。  

 

（２） ＣＯＤＥＬＣＯ（チリ銅 公 社 ）のリチウム開 発 入 札 （報 道 ）  
 チリ 銅 公 社 （ ＣＯ ＤＥ ＬＣ Ｏ）は ，（ チリ 北 部 第 ３ 州 ）アタカマ 州 の マリ クン ガ塩 湖 及 び ペ デル ナレ ス 塩 湖 に

於 けるリチウム開 発 では， パートナー企 業 として 複 数 の 選 択 肢 があり 得 る。  

 ラ ン ド レ ッ チ Ｃ Ｏ Ｄ Ｅ Ｌ Ｃ Ｏ 総 裁 は ， １ ０ 社 以 上 の 事 業 者 が （ 上 記 塩 湖 の 開 発 に ） 関 心 を 示 し て い る 。

「Ｃ」はリチウムの 付 加 価 値 を 高 め る ためのコンソー シアムを模 索 してい る。「 Ｃ」が保 有 するリチウム 資 源 は

アタカマ 州 の ２ 塩 湖 に ある が，まだ ， 開 発 及 び 発 展 にとっ ては 時 期 尚 早 の 段 階 にある と 慎 重 な 姿 勢 を 示

している。  

 

（３） グリーン税 の施 行 （食 品 業 界 の反 発 ）（報 道 ）  
 グリーン税 （温 暖 化 ガス 税 ）の導 入 は２０１４年 か ら整 備 され， 来 年 から本 格 実 施 されるところだが ， 未

だに 議 論 を 呼 んでいる 。 同 税 は ， 本 年 １ 月 から（ の排 出 分 が）対 象 となり ，これを 受 けて， 企 業 は 来 年 ４

月 から納 税 を 行 うこと とな る。 具 体 的 に は ， ボイ ラー やタービン か ら排 出 され る 二 酸 化 窒 素 （ＮＯ ｘ） やＣ Ｏ

２に対 して 課 税 される 。 課 税 対 象 となるのは 排 出 量 が５０Ｍｗｔ（メガワット・サーマル）を超 え るもの。  

 同 税 の 導 入 は ， チ リ の 食 品 業 界 に と っ て は 大 き な ダ メ ー ジ と な っ て い る 。 チ リ 食 品 組 合

（ C h i l e a l im e n t os ） は ， 同 税 の 違 法 性 に つ い て ， 産 業 機 械 ・ 部 品 ， 食 品 加 工 業 界 と 共 に 本 年 ８ 月 ，

法 制 局 （ C o n t r a l o r i a ） に 対 し 苦 言 を 訴 え て い た 。 ま た ， 当 該 措 置 は チ リ の 食 品 業 界 の 国 際 競 争 力

や成 長 を 阻 むものであると している。  

 食 品 業 界 からの 同 税 の 徴 収 額 は，６００百 万 米 ドルを見 込 む。 組 合 C h i l e a l im e n t o s は，財 務 省

及 び 環 境 省 と 協 議 を 続 けるとしている。  

 

（４） チ リ の 対 ア ル ゼ ン チ ン 貿 易 協 定 の 署 名 （ 外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プ レ ス リ リ ー

ス）  
 ムニ ョ ス 外 務 大 臣 は ２ 日 ， ブ エノ スア イ レス（ ア ル ゼ ン チ ン（ 亜 ）） に 於 い て ， ファ ウリ エ 亜 外 務 ・ 宗 務 大 臣

とともに， 新 たな 二 国 間 貿 易 協 定 に 署 名 した。  

 二 国 間 の 物 品 貿 易 は ， 発 効 ２０ 年 経 つ チリ・メルコスール 経 済 補 完 協 定 （ ＡＣＥ３５）によ って 自 由 化
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されているので，新 協 定 は 新 たに２０ 章 加 わっ てＡＣ Ｅ３５を補 完 する。  

 「ム」大 臣 は， この 協 定 は新 たな 二 国 間 関 係 と いう観 点 と ， 国 境 を 閉 じ ようとする 者 がい る 時 に 開 放 し

よう と する もの あ り タイミ ング とい う 観 点 か ら非 常 に 重 要 で あ る 。 交 渉 で は ， 新 協 定 に サ ー ビス 貿 易 ， 投 資 ，

貿 易 円 滑 化 ， 公 共 調 達 ， 労 働 権 ， 環 境 ， 中 小 企 業 及 び ジェン ダー と いう 新 た な 分 野 を 含 める こととし

た 。 更 に ， 通 信 ロ ー ミ ン グ の 免 除 ， こ れ に よ り 両 国 企 業 は 追 加 料 金 を 課 さ ず ， 自 国 と 同 じ 料 金 の み 徴

収 すること となると 述 べた。  

 新 協 定 に よ り ， 物 品 貿 易 は 円 滑 化 し ， 投 資 で は 制 度 の 透 明 性 と 内 外 無 差 別 が 投 資 家 に 約 束 さ

れる。  

 ナサ ル Ｄ Ｉ Ｒ Ｅ Ｃ Ｏ Ｎ 総 局 長 は ， 同 協 定 の 近 代 化 に よ り 通 関 手 続 き は ス ム ー ズ な も の と な り ， 二 国 間 の

物 品 ，サービス 貿 易 及 び 投 資 は 拡 大 する 。また ， 新 たな 分 野 が 加 わり ， 法 的 確 実 性 も 高 ま る ことで ＡＣ

Ｅ３５は補 完 されると 述 べ た。  

 通 信 ローミン グの 免 除 は， 今 後 ２ 年 間 で 施 行 される。 新 協 定 で は ， 電 子 証 明 を 相 互 に 認 め る ため 電

子 商 取 引 の 協 力 も 加 わ っ た 。 ま た ， 公 共 調 達 に よ っ て 両 国 の Ｇ Ｄ Ｐ は ５ ～ １ ５ ％ 増 加 す る と 見 込 ま れ る 。

なお，亜 が 締 結 する 協 定 では公 共 調 達 章 は 初 めてのものとなる。  

 

（５） チリのデジタル化 （Movistar チリ社 長 のコメント）（報 道 ）  
 ムニョス・モビスター（Ｍｏｖ ｉｓ ｔａ ｒ）チリ社 長 は， 同 紙 のインタビューで以 下 の とおり述 べた。  

 チリ が デ ジ タル 化 に 向 け て 進 ん で いく に は ， 向 こう １ ０ 年 間 ， 毎 年 ２ ， ５ ０ ０ 百 万 米 ド ル 規 模 で の 投 資 が

必 要 で あ る 。 ま た ， そ の た め に 制 度 を 整 備 す れ ば 民 間 投 資 の 誘 致 は 進 み ， 国 の デ ジ タル 化 は 更 に 進 む 。

但 し ， そ の 枠 組 み は クリ ア ー か つ 公 正 な も の で な け れ ば な らな い 。 チ リ は ， 現 在 は 変 革 の 中 に い る 。 国 が こ

れをリ ー ド し て いく に は ， 今 こそ ， デ ジ タルの 中 心 と な る イ ン フ ラの 整 備 及 び そ の 円 滑 化 を 行 う タイ ミン グ で あ

る 。 （ ２ ０ １ ０ ～ ２ ０１ ６ 年 の 間 に （ チ リ で は デ ジ タル 分 野 で ） 毎 年 ， １ ， ９ ５ ０ 百 万 米 ド ル の 投 資 が な さ れ て

いる。）  

 モ ビ ス タ ー は ， 現 在 ， 人 口 知 能 （ Ｉ Ａ ） を ベ ー ス と し た 新 た な 提 案 に 取 り 組 ん で い る 。 そ の 提 案 自 体 は ，

バル セ ロ ナ（ ス ペ イ ン） に て 開 催 され た モ ー ビ ル 世 界 会 議 ２ ０ １ ７ に 於 い て 行 っ た 。 当 社 の ユ ー ザ ー に 対 し て

様 々 な 経 験 即 を 提 供 し ているＡＵＲＡと 新 システム の導 入 に 向 けて 取 り 組 ん でいる。そし て， 携 帯 ， 固 定

及 びＴ Ｖ（ t e l e v i s i o n  d e  p a g o）の分 野 に 於 いて， オーディオビジュアルのリモートかつダイレクト双 方 で いく

つものプロジェクトを有 して おり満 足 している。  

 

（６） チリ木 材 輸 出 の増 加 （セルロース価 格 上 昇 と中 国 需 要 の高 まり）（報 道 ）  
 チ リの 木 材 輸 出 は ， ２ ０ １７ 年 セ ル ロ ー ス 価 格 が 上 昇 し て い る こと と ， 中 国 需 要 の 高 ま り に よ り ， ２ ０ １７

年 第 ３ 四 半 期 締 め で 対 前 年 同 期 比 ３ ． ３ ％ の 増 加 で あ る 。 中 銀 デ ー タ に よれ ば ， 金 額 に し て ４ ， ０３ ６

百 万 米 ド ル に 達 する 。 チ リ 木 材 組 合 （ Ｃ ｏ ｒｍ ａ ） は ， ２ ０ １７ 年 総 額 で は ５ ， ４ ００ 百 万 米 ド ル に 達 す る と

見 通 しており， これは２０１５年 並 の水 準 である。  

 農 業 省 所 管 森 林 機 構 （ Ｉｎ ｆ ｏ ｒ） の ロ ゼ ッ ト 理 事 長 は ， 国 内 在 庫 を 消 費 し た 中 国 に よ る 需 要 拡 大 に

よ り ， ２ ０ １ ７ 年 は 対 前 年 比 で ５ ％ の 増 加 に な る と 述 べ ， ま た ， 他 国 の 短 繊 維 セ ル ロ ー ス 輸 出 が 減 少 し

ていることに 伴 う 価 格 上 昇 を 指 摘 する。  

 同 セル ロースはトン 当 た り９２３．８２ドルを付 け て おり，これは１９９８ 年 以 来 の 高 値 で ，２０１７年 に 入 っ

て か らも ９ ヶ 月 で ４ １ ． ５ ６ ％ 上 昇 し て い る 。 一 方 ， 長 繊 維 セ ル ロ ー ス はト ン 当 た り ９ ２ ０ ． １ ５ 米 ド ル で これ
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は１３．７６％の伸 びである 。  

 チ リ 業 界 内 で は ， ２ ０ １ ８ 年 計 画 見 通 し は ま だ 立 っ て い な い が ， い く つ か の 中 小 事 業 者 は 楽 観 的 に 捉

えている。 一 方 で，セルロース価 格 の 低 迷 やチリ国 内 の 森 林 火 災 に 伴 う国 内 自 給 という課 題 は 残 る 。  

 

（７） ＳＱＭ社 リチウム権 益 へのリオ・ティント社 の関 心 （報 道 ）  
 チ リ（ 資 源 大 手 ） Ｓ Ｑ Ｍ社 （ リ チウ ム 権 益 の ） 株 を 有 する カ ナダ 企 業 ポ タッ シ ュ 社 の 株 式 ３ ２ ％ の 買 収 に

つ い て 関 心 を 示 し て い る の は 中 国 企 業 ば か り で は な い 。 中 国 企 業 と は ， Ti a n q u i （ 天 斉 リ チ ウ ム ） ，

S h a n s h a n  R e s o u r c e s （ 湖 南 杉 杉 ） ， ＧＳ Ｒキ ャピ タル 社 の３ 社 であ る 。 株 式 ３ ２ ％は ，４ ，５ ００ 百 万

米 ドルに 相 当 する。  

 世 界 最 大 の 鉱 山 会 社 の 一 つ リ オ・ ティ ン ト 社 も ， ポ タッ シュ 社 の 株 式 売 買 に オ ファ ーを 出 し て い る と さ れ

る。また，ＣＥＯは否 定 し ているが，カナダ 企 業 W ea l t h  M i n e r a l s 社 もこの 売 買 プロセスに関 心 を 示 す。

リオ・ティント社 は，チリで はエスコンディーダ鉱 山 に ３０％出 資 している。  

 

（８） サーモン輸 出 額 （２０１７年 １～１０月 期 ）２００３年 以 来 の増 加 ）（報 道 ）  
 サ ー モ ン の 輸 出 額 は ， 本 年 ６ ～ ８ 月 の サ ー モ ン 価 格 が 昨 年 同 期 よ り 低 価 格 で あ っ た に も か か わ ら ず ，

増 加 している。  

 チ リ 中 銀 に よ れ ば ， 本 年 １ ～ １ ０ 月 期 の サ ー モ ン 輸 出 総 額 は ， ３ ， ６ ９ ８ 百 万 米 ド ル （ Ｆ Ｏ Ｂ 価 格 ） で ，

これ は２００ ３ 年 以 来 の 高 値 であ る 。 対 前 年 同 期 比 で は２４ ．５ ％の 増 加 と なる 。 業 界 関 係 者 に よれば，

増 加 の 背 景 に は ， ２ ０ １ ６ 年 第 １ 四 半 期 ま で 尾 を 引 い た ２ ０ １ ５ 年 サ ー モ ン 価 格 の 危 機 が そ も そ も あ っ た

と も い う 一 方 ， 輸 出 額 の 増 加 は ， サ ー モ ン 主 要 国 で あ る ノ ル ウ ェ ー と チ リ に お け る シ ラ ミ 感 染 や 海 藻 の 繁

殖 の 影 響 に 伴 う， 生 産 量 の 減 少 が 影 響 している 。  

 本 年 １ ～ ９ 月 期 ， 輸 出 量 は ３５ ７， ９６ ７ト ンで 対 年 前 年 同 期 比 ４ ％ 減 と な る 一 方 ， 輸 出 額 は ３ ， ３

６２百 万 米 ドルで 対 年 前 年 同 期 比 ２８．１％の増 加 である。  

 主 な 輸 出 先 は ， 米 国 （ ２ ０ １ ７ 年 １ ～ ９ 月 期 ： １ ， ２ ２ ５ 百 万 米 ド ル ， １ １ ． ９ ４ 米 ド ル ／ ｋ ｇ （ Ｆ Ｏ Ｂ 価

格 ） ） ， 日 本 （ 同 ６ ５ ６ 百 万 米 ド ル ， ９ ． １ ３ 米 ド ル ） ， ブ ラ ジ ル （ 同 ４ ４ ８ 百 万 米 ド ル ， ７ ． ６ ２ 米 ド ル ） ，ロ

シア（同 ２０８百 万 米 ドル ，７．５３米 ドル）及 び 中 国 （同 １２９ 百 万 米 ドル， ７．４７米 ドル）である。  

 

（９） 企 業 の合 併 ・買 収 （Ｍ＆Ａ）チリ中 南 米 で第 ３位 （報 道 ）  
 コ ン サ ル タ ン ト 会 社 Ｔ Ｔ Ｒ イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル の 報 告 に よ れ ば ， 中 南 米 諸 国 に お け る ２ ０ １ ７ 年 １ ～ １ ０ 月

期 の 企 業 の 合 併 ・ 買 収 （ Ｍ＆ Ａ） は ， ブ ラ ジ ル が 第 １ 位 で ８ ５ ５ 件 （ 対 前 年 同 期 比 ４ ％ ） ， メキ シ コが 第

２位 で２３７件 （対 前 年 同 期 比 ２％ 減 ），チリは第 ３ 位 で１９３件 （対 前 年 同 期 比 １５％増 ）であ った。  

 

（１０） 新 車 販 売 台 数 増 加 （２０１７年 １～１０月 ）（報 道 ）  
 チ リ 国 内 の 新 車 販 売 台 数 は ， オ ー ト ク レ ジ ッ ト の 拡 大 ， 低 金 利 ， ニ ュ ー モ デ ル の 登 場 ， 多 数 の モ デ ル

車 の 特 別 価 格 での提 供 に起 因 して ，本 年 伸 び が みられる。  

 ２ ０ １ ７ 年 １ ０ 月 期 は ， ３ ０ ， １ １ ４ 台 。 対 前 年 同 月 比 で は １ ７ ． ９ ％ 増 で ２ ０ １ ３ 年 １ ０ 月 以 来 の 高 い

販 売 台 数 。 同 年 １～１０月 では，２９１，６８１台 と なり，対 前 年 同 期 比 １９ ％増 である。  

 販 売 台 数 の ４ ２ ． ９ ％ は ， セ ダ ン 及 び シ テ ィ カ ー 等 を 含 む 乗 用 車 。 Ｓ Ｕ Ｖ は ３ ２ ． ２ ％ ， ト ラ ッ ク は １ ５ ．

８％，商 用 車 は９．１％で ある。トラックは，１３８３台 で 対 前 年 同 月 比 で２ ８．８％増 である。  
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（１１） 地 上 デジタル放 送 移 行 のための補 助 金 政 策  
 運 輸 通 信 省 通 信 次 官 官 房 は ， ８ 日 ， 地 上 デ ジ タ ル テ レ ビ 放 送 移 行 の た め の 各 地 テ レ ビ 局 に よ る 放

送 設 備 へ の 投 資 に 係 る 補 助 金 の 公 募 を 発 表 し た 。 公 募 は ， １ ０ ０ 程 度 の 放 送 地 域 を 対 象 と し て ， カ

バー 率 向 上 や ， ２ チ ャ ン ネ ル の ハ イ ビ ジ ョ ン テ レ ビ 及 び １ チ ャ ン ネ ル の ワ ン セ グ を 行 う こ と 等 を 要 件 と し て ， 今

年 末 から来 年 １ 月 にかけ て公 募 開 始 する 予 定 。  

 本 公 募 は ， ２ ０ １ ８ 年 の 国 家 予 算 に お け る デ ジ タ ルテ レビ の 展 開 予 算 と し て 確 保 され た も の で あ り ， ５７

億 ５ 千 万 チリペソ（約 １０ 億 ３ 千 万 円 又 は９２０万 米 ドル）程 度 の 予 算 規 模 となっ ている。  

 本 公 募 は， 今 月 ７ 日 に 開 催 された 運 輸 通 信 省 とチリ国 家 テレビ 委 員 会 （ＣＮＴＶ）の共 催 セミナー「 チ

リの 未 来 の た め のデ ジ タル テレビ」 に おい て 発 表 され た 。 本 セミ ナー は ，１ ００ 人 以 上 が 出 席 し ， チ リ 国 営 テ

レビ 放 送 （ Ｔ ＶＮ ） ， チ リ ・ デ ジ タル 基 金 ， チ リ 大 学 等 が 参 加 し ， 自 由 闊 達 に デ ジ タル テ レビ 放 送 の 普 及 ・

活 用 のための 対 話 が 行 われた。  

 

（１２） チリ・中 国 深 化 ＦＴＡ署 名 （外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレスリリース）  
 １１日 ，ダナン（ 越 ）に於 いて，ＡＰＥＣ首 脳 会 合 の 機 会 を捉 え，ムニョス外 務 大 臣 と Z h o n g  S h a n 中

国 商 務 大 臣 は ， バ チ ェ レ 大 統 領 及 び 習 中 国 国 家 主 席 臨 席 の 下 ， チ リ ・ 中 国 Ｆ Ｔ Ａ の 深 化 協 定 に 署

名 し た 。 中 国 は ， チ リ が Ｆ Ｔ Ａ の 深 化 協 定 を 締 結 す る 最 初 の 国 と な り ， こ れ で 新 た な 関 係 の 第 １ 歩 と な

る。  

 「 バ」 大 統 領 は ， ２ ０ ０ ５ 年 の チ リ ・ 中 国 Ｆ Ｔ Ａの 署 名 以 来 ， 二 国 間 貿 易 は ４ 倍 に 拡 大 し た 。 深 化 協

定 では，デジタル 経 済 及 びサービスが含 まれたと 述 べた。  

 「 ム 」 大 臣 は ， 我 々 は 現 在 ， チ リ 外 交 政 策 に と っ て 最 も よ い 時 期 の 一 つ に い る 。 そ れ は ， （ 我 々 の ） 多 く

のイニシアティブ，成 果 ， 合 意 が 如 実 に 示 している と述 べた。  

 チリと中 国 は ，２０１５年 にＦＴＡの深 化 を 行 うことを 約 束 し，その 後 ， 習 主 席 が訪 智 した 際 に 覚 書 を交

わ し た こ と で 交 渉 が 具 体 的 に 始 ま っ た 。 ２ ０ １ ７ 年 ８ 月 に は テ ク ニ カル 交 渉 の 合 意 に 至 り ， そ の 後 ， 法 的

手 続 きを経 て， 同 年 １０ 月 最 終 週 に 協 定 のテキストが整 った。  

 ナサル ＤＩ Ｒ ＥＣ ＯＮ 総 局 長 は ， 同 協 定 で は モ ノ 及 びサ ービ ス 輸 出 に お い て 恩 恵 が 得 られ る よう 改 善 し ，

新 たに 電 子 商 取 引 ，サー ビス円 滑 化 ， 競 争 政 策 ，その他 分 野 を含 める こと としたと 述 べた。  

 新 協 定 に は ， モ ノ 貿 易 （ 中 国 は ３ ０ 品 目 （ 木 材 品 ） ， チ リ は ２ ４ 品 目 （ 砂 糖 ， 繊 維 等 ） の 関 税 引 下

げ） ，サ ービス 貿 易 （ 中 国 が 豪 州 ・ 韓 国 に 対 し て 譲 許 済 み の 分 野 で チ リ との 協 定 に は 含 ま れ てい る 分 野

に つ い て よ り よ い 約 款 と す る ） ， 電 子 商 取 引 ， 原 産 地 規 則 ， 税 関 手 続 き ・ 貿 易 円 滑 化 ， 技 術 ・ 経 済

協 力 （ 農 業 ・ 消 費 者 保 護 ・グ ロー バル・ バリ ュー・ チェ ーン・ 公 共 調 達 ）， 貿 易 関 連 （ 競 争 ・ 貿 易 ・ 環 境 ）

が含 まれる。  

 

（１３） 再 生 可 能 エネルギーの導 入 スピード（報 道 ）  
  チ リ で は 数 年 前 か ら， 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー に 対 す る 投 資 が 充 実 し て い る 。 本 年 １ ０ 月 に 限 っ て み る と ，

全 エ ネ ル ギ ー に 占 め る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 割 合 は ２ ０ ％ を 超 え た 。 この 数 値 は ， チ リ 政 府 が ２ ０ ２ ５ 年

までに 導 入 しようとしている再 生 可 能 エネルギーの割 合 に 該 当 する。  

 フィ ナッ ト・チリ 再 生 可 能 エネ ルギー 協 会 （Ａｃｅ ｒａ）理 事 長 は ，（チリ 史 上 で）初 め て 再 生 可 能 エネ ルギ

ー 導 入 割 合 が １ ヶ 月 間 で ２ ０ ％ を 超 え た と い う こ と は 特 筆 すべ き こ と で あ る 。 この こと は ， ２ ０ ２ ５ 年 ２ ０ ％ と

い う 政 府 目 標 が 期 限 前 に 達 成 する こ と を 示 唆 す る と 述 べ た 。 協 会 に よ れ ば ， 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 内



9 

訳 は， 太 陽 光 発 電 ６．８ ％，風 力 発 電 ６．４％， 小 型 水 力 発 電 ４．０％である。  

 この 導 入 ス ピ ー ド を 支 え る の は 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 技 術 へ の 投 資 で あ る 。 ２０ １ ７ 年 に 入 っ て か らで も １ ，

４２ ２ ＭＷ の 再 生 可 能 エ ネル ギ ー 発 電 所 が オ ペレ ーシ ョン を 開 始 し て お り ， こ れは 全 再 生 可 能 エ ネル ギ ー

発 電 所 の３分 の１に 相 当 する。 本 年 残 り，３４０ＭＷ分 の 発 電 所 が 始 動 するとみられる。  

 年 ベ ー ス で の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 導 入 割 合 は ， ２ ０ １ １ 年 ３ ． ４ ％ ， ２ ０ １ ２ 年 ５ ． １ ％ ， ２ ０ １ ３ 年 ６ ．

０％，２０１４年 ８．７％， ２０１５年 １０．２％，２０１６年 １２．５％，２０１７年 １５．３％である。  

 

（１４） 太 平 洋 同 盟 メリット紹 介 セミナー（外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレスリリース）  
 Ｄ ＩＲＥＣＯＮは１４日 ， セレナ市 （チリ 中 部 第 ４州 ：コキンボ 州 ）に 於 いて ，企 業 ， 学 生 及 び 市 民 向 けに

チリにとっての 太 平 洋 同 盟 のメリットを紹 介 するセ ミナーを開 催 し，７０名 が 参 加 した。  

 ラミレスＤＩＲＥＣＯＮ太 平 洋 課 長 は， 太 平 洋 同 盟 はモノ・サービス・カネ・ヒトの自 由 化 を目 的 とし， ２０

１ １ 年 以 来 大 き な 前 進 を み た 。 ２ ０ １ ６ 年 に は 貿 易 品 目 ９ ２ ％ の 関 税 は 即 時 撤 廃 さ れ ， コ キ ン ボ 州 の

輸 出 者 に と って は 恩 恵 と なっ ている 。 太 平 洋 同 盟 には ，２０ 以 上 の 作 業 グ ループ・サブグループ があり ，教

育 ， イノ ベー ショ ン ， 文 化 ， ジェン ダー 及 び 中 小 企 業 のよう な 課 題 に も 取 り 組 む 。 教 育 協 力 で は ，１ ，４ ０

０ 名 以 上 の 学 生 が 研 修 の 恩 恵 を 受 け て い る 。 ま た ， ル ー ル つ く り で は デ ジ タ ル 分 野 ， 中 小 企 業 の 国 際

化 に 取 り 組 み ， ５２ヶ 国 の オブザ ー バー 国 と は 様 々 な 協 力 関 係 を も っ てい る 。 更 に ， 準 加 盟 国 （ 豪 州 ・ Ｎ

Ｚ ・ 加 ・ 星 ） と は （ 包 括 的 ） 交 渉 を 開 始 し ， ハイ ス タ ン ダ ー ド な 貿 易 規 律 を も ち ， か つ 短 期 の 妥 結 を 目 指

していると 述 べた。  

 

（１５） ＥＵ・チリＥＰＡの見 直 し交 渉 開 始 （報 道 ）  
 チリ 政 府 は ， 昨 １ ２ 日 ， ＥＵか ら２００ ２ 年 発 効 の ＥＵ・チリ ＥＰ Ａの 見 直 し 交 渉 を 開 始 する こと に 合 意 す

る と の 回 答 を 得 た 。 チ リ は （ Ｅ Ｕ に 対 し て 長 い こ と ） 交 渉 を 行 う こ と を 求 め 続 け て い た 。 見 直 し の 目 的 は ，

過 去 １０年 間 における貿 易 ， 投 資 及 び 協 力 関 係 を再 評 価 するということで ある。  

 チリ 外 務 省 は ， 本 協 定 によっ て（チリの） 経 済 成 長 及 び 発 展 の 機 会 は 拡 大 してき たが， 発 効 後 １４ 年

を経 て， 現 在 の 状 況 ， 課 題 に 鑑 みて 見 直 しを 行 う必 要 がでてきたとした 。  

 M o g h e r i n i・ ＥＵ 上 級 代 表 は ， チリ との 協 定 を 近 代 化 する こと は ， 双 方 の 関 係 が 更 に 強 化 され， 新 た

な 協 力 機 会 が 生 まれ ，ま た， 国 際 的 な 和 平 と 安 全 の 維 持 ， 自 由 か つ 開 放 的 な 経 済 及 び 社 会 が 約 さ

れることになると 述 べた 。  

 マ ル ムス トロ ー ム 欧 州 委 員 会 委 員 は ， チ リ は 中 南 米 の 中 で は 最 も 古 い パ ー ト ナーで あ り ， 本 協 定 の 発

効 後 ， 過 去 １ ０ 年 半 で ， 我 々 の 貿 易 取 引 は 持 続 的 に 高 ま っ て き た 。 他 方 ， 現 在 の グ ロ ー バ ル ， 政 治

的 課 題 に 対 応 する た め ， 新 し く 近 代 的 な 協 定 が 必 要 で あ り ， ２０ ０３ 年 の 協 定 は 貿 易 ， 投 資 及 び サー

ビ ス に お け る 重 要 な 課 題 を 必 ず し も 含 ん で い な い 一 方 ， 同 氏 の ツ イ ッ タ ー に 於 い て ， （ 見 直 し さ れ る ） 協

定 に は ， 国 際 貿 易 に お け る 女 性 の 果 た す 重 要 な 役 割 が 貿 易 協 定 で 初 め て 盛 り 込 め る こと に な る だ ろ う

と発 信 した。  

 

（１６） ミッコ前 財 務 次 官 によるチリ経 済 見 通 し（報 道 ）  
 ミッコ前 財 務 次 官 は，１ ５日 ，チリ 大 学 主 催 「 経 済 見 通 し２０１８」セミナーに於 い て，チリ 経 済 は 直 近

数 ヶ 月 が 非 常 に 力 強 く ， ２０１７年 のＧＤ Ｐは１．５ ％を見 込 む 。また，２０１ ８年 は 更 なる 経 済 回 復 が期

待 され，３％の 成 長 にな ろ う。これはダイナミックかつよ り多 くの 国 内 需 要 に 支 え られ，それ次 第 では２０１９
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年 は３． ９％の 成 長 を 見 込 む。そ して ， チリ 北 部 （ 鉱 業 中 心 地 域 ）のモノ 及 びサービス 輸 出 に 着 目 して，

コモディティーの輸 出 をベ ースにした 経 済 成 長 では 長 続 きしないと 述 べた。  

 

（１７） ＥＵ・チリＥＰＡ交 渉 （外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレスリリース）  
 既 存 協 定 の 近 代 化 に つ い て は ， チ リ 及 び Ｅ Ｕ 双 方 が ， 両 国 ・ 地 域 関 係 の 深 掘 り 及 び 新 た な 協 力 分

野 を 開 拓 し ていく 考 えで ある。 双 方 は ， 民 主 主 義 ，尊 厳 ， 人 権 ， 男 女 平 等 の 価 値 を 共 有 し， 持 続 的

成 長 ， 気 候 変 動 問 題 対 応 ，イノベーション 促 進 といった 近 代 化 され た 協 定 での 横 断 的 な 分 野 で ，マル

チの場 で 協 力 し 推 進 して いく。  

 我 々は ， 近 代 的 ， 進 歩 的 かつ 革 新 的 な 協 定 を 得 る ために， 野 心 的 であ りたい。 新 協 定 では ， 宇 宙 ，

研 究 ， 社 会 問 題 ， 若 者 の 雇 用 ・ 教 育 ・ 育 成 ， 海 洋 管 理 ， デ ジ タル 政 策 ， 災 害 対 策 な ど 新 分 野 で の

協 力 強 化 があり 得 る。  

 既 存 Ｅ Ｐ Ａは ， 貿 易 分 野 で は 大 き な 功 績 が あ っ た 。 し か し な が ら， 発 効 １ ４ 年 を 経 て ， 貿 易 及 び 投 資

面 で カバーでき ていない と ころ があり ， 貿 易 ， 持 続 的 成 長 ， 中 小 企 業 支 援 ， 汚 職 対 策 ， 貿 易 と ジェンダ

ーなど取 り 込 んだ ハイレベルなものにする 機 会 となる だろう。  

 

（１８） インターネット有 線 回 線 の設 置 数 増 加 （報 道 ）  
 ２ ０ １ ７ 年 ８ 月 以 降 ， 携 帯 電 話 の 登 録 数 が 減 少 し て い る 一 方 で ， イ ン ター ネ ッ ト の 固 定 回 線 の 設 置

数 は 増 加 し て い る 。 運 輸 通 信 省 通 信 次 官 官 房 （Ｓ ＵＢ Ｔ Ｅ Ｌ ） の 報 告 書 に よれ ば ， 本 年 １ ０ 月 の 固 定

回 線 の 設 置 数 は，１６，５２０基 。 対 前 月 比 では ，３２．９％の増 加 である 。  

 報 告 書 に よ れ ば ， 本 年 １ ～ １ ０ 月 期 の イ ン タ ー ネ ッ ト 固 定 及 び 携 帯 の 設 置 総 数 は ， ３ ， ７ ２ ２ ， ０ ３ ４

基 （うち固 定 回 線 は１２４，５２６基 ）で 対 前 年 同 期 比 では３９％の増 加 で ある。  

 ラ ミ レ ス 通 信 次 官 は ， つ い 最 近 ， 固 定 回 線 の 設 置 に 係 る 阻 害 要 因 を 除 去 す る 措 置 を 講 じ た こ と が

増 加 につな がっていると 述 べ，これまでの利 用 経 験 を踏 まえたユーザーの消 費 行 動 を指 摘 する。  

 

（１９） Ｔ ＰＰ（国 内 説 明 会 （ 知 的 財 産 権 ・署 名 時 期 等 ）（外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレ

スリリース）  
 ロペアンディアＤＩＲＥＣＯＮ・ＴＰＰ首 席 交 渉 官 は ， 説 明 会 に 於 い て， 新 協 定 の 交 渉 では，いくつかの 調

整 を 行 い つ つ も ， オ リ ジ ナ ル Ｔ Ｐ Ｐ の 内 容 を 維 持 す る こ と と し た 。 新 協 定 は ， 全 て の 市 場 ア クセ ス と 関 連 の

規 律 を含 み，オリジナルＴ ＰＰが維 持 される。 唯 一 の変 更 は， 凍 結 項 目 の 合 意 であると 述 べた。  

 凍 結 項 目 には， チリが粘 り 強 く 拘 った ものが含 ま れ，合 意 した。  

 「 ロ 」 交 渉 官 は ， チ リ は 凍 結 項 目 に つ い て セ ッ ト に し て 提 案 し ， そ の 多 く （ で 凍 結 決 定 ） を 得 た 。 そ れ は

知 的 財 産 権 であり ，そこには 医 薬 品 の 特 許 ，イン ターネット著 作 権 などが 含 まれると 述 べ つつ， 確 定 はし

て いな い が ， 年 内 中 に も １ １ヶ 国 に よ る 会 合 は あ り 得 る 。 １ １ヶ 国 は ， 法 的 な 見 直 し を 経 て ， ２ ０１ ８ 年 第

１四 半 期 の署 名 を 意 図 していると 示 唆 し た。  

 

（２０） 牛 豚 鶏 肉 の国 内 生 産 減 と輸 入 増 （報 道 ）  
 チリ 国 内 の 牛 肉 ， 豚 肉 及 び 鶏 肉 の 生 産 量 は 減 少 し てお り，２ ０１８ 年 も 減 少 が 見 込 まれ る 。 農 業 研

究 政 策 セン ター（Ｏｄｅｐａ）によれば，２０１７年 １ ～ ８月 の 生 産 量 は，８８０， ９７５トンで 対 前 年 同 期 比

で１０ ．６ ％ の 減 少 で あ る 。 各 肉 の 国 内 生 産 比 率 は， 鶏 肉 ５１ ．６ ％ ， 豚 肉 ３３ ％， 牛 肉 １ ５ ．４ ％ であ
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る。  

 業 界 筋 に よ れ ば ， 鶏 肉 と 豚 肉 の 減 少 は ， 検 疫 上 の 問 題 で い く つ か の 製 造 プ ラ ン ト に 影 響 が 出 て い る

模 様 。 一 方 ， 牛 肉 につい ては，直 近 ２０ 年 間 でも 減 少 傾 向 にあり， 家 畜 が 十 分 にいないという。  

 他 方 ， 全 て の 肉 の 輸 入 は ， 本 年 １ ～ ８ 月 期 で ３ ０６ ， ６ ３６ ト ン に 達 し ， 対 前 年 同 期 比 で は １ ０ ．７ ％

の 増 加 で あ る 。 業 界 関 係 者 は ， こ れ は 対 ペ ソ ・ ド ル 安 ， 国 内 産 肉 の 価 格 上 昇 に よ る も の で ， この 傾 向

は続 くとみている。  

 

（２１） チリ太 平 洋 財 団 「２０１７年 アジア太 平 洋 経 済 の概 況 」セミナー４９号 ）  
 ロハス経 済 学 者 （米 州 開 銀 （ＩＤＢ）外 部 シニアコンサルタント）（講 演 者 ）  

 チ リ 太 平 洋 財 団 が 毎 年 発 表 し て い る 「 ア ジ ア 太 平 洋 経 済 の 概 況 」 報 告 書 に も あ る と お り ， グ ロ ー バル

バ リ ュ ー チ ェ ー ン （ Ｇ Ｖ Ｃ ） は ， 近 年 の 世 界 貿 易 の 特 徴 と な っ て い る 。 Ｇ Ｃ Ｖ に と っ て 重 要 な こ と は ， 財 を 生

産 す る 過 程 で 技 術 と 材 料 を ど こ か ら 集 積 す る か で あ り ， 最 終 財 の 生 産 ま で に 蓄 積 さ れ た 付 加 価 値 の

流 れを 把 握 する こと が 必 要 で あ る 。 日 本 や 韓 国 は ， 東 ア ジア 経 済 圏 内 で Ｇ ＶＣ を 構 築 し ， 域 内 で 付 加

価 値 を 構 築 し て い る。 チ リ の 輸 出 は コモデ ィテ ィ 産 品 に 偏 る と され るが ， 太 平 洋 同 盟 内 で は 自 国 内 で 付

与 さ れ る 付 加 価 値 は ５ ０ ％ を 超 え て お り ， こ れ は 太 平 洋 同 盟 ４ ヶ 国 の 中 で は Ｇ ＶＣ の 付 加 割 合 が 最 も

高 い。  

 S c hm i d t - H e b b e l チリ・カトリカ大 学 教 授 （講 演 者 ）  

 チリ は ， 既 に ２８ （ママ） の 貿 易 協 定 を 締 結 し ， 自 由 貿 易 を 推 進 し て き たと ころ だ が ， 今 後 ， チ リ 政 府 に

は ５ つ の 挑 戦 が あ る だ ろ う 。 第 一 は ， 二 国 間 協 定 を 有 し て い な い 中 南 米 及 び カリ ブ 諸 国 と の 貿 易 協 定

を 推 進 する こと ， 第 二 は ， ＡＰＥ Ｃ２０ １９ 年 に おけ る 統 合 の 取 り 組 み ， 第 三 は， 先 週 交 渉 が 開 始 さ れ た

Ｅ Ｕ と の Ｅ Ｐ Ａ 協 定 の 見 直 し を 進 め る こ と ， 第 四 は ， Ｔ Ｐ Ｐ １ １ の 発 効 に 向 け た 取 り 組 み ， 第 五 は ， 太 平

洋 同 盟 と 準 加 盟 国 （豪 州 ・ＮＺ・加 ・星 ）との包 括 的 交 渉 を進 める ことで ある。  

 ベルトラン 駐 チリ・メキシコ大 使  

太 平 洋 同 盟 は ， ２ ０ １ ６ 年 に 貿 易 品 目 の ９ ２ ％ が 関 税 撤 廃 され た が ， ま だ ま だ 足 か せが あ る の か ， 域 内

貿 易 は 十 分 と は 言 え な い 。 太 平 洋 同 盟 の ４ ヶ 国 は い ずれ も 共 通 分 野 の 輸 出 国 で も あ り ， 例 え ば ， チ リ

北 部 （ 第 １ 州 ） の イ キ ケ を 活 用 し て ， ４ ヶ 国 共 同 で 付 加 価 値 製 品 の 生 産 及 び 輸 出 を 行 う こと な ど が 考

え られ る の で は な い か 。 （ ロ ハス 経 済 学 者 か ら ， 地 域 統 合 で は 貿 易 の 自 由 化 に 限 ら ず ， サ ー ビ ス 分 野 の

自 由 化 も 重 要 であり， 太 平 洋 同 盟 ４ヶ国 にとって もサービス自 由 化 による 恩 恵 が 大 きいと 説 明 。）  

 カストロ・イキケ免 税 地 区 管 理 会 社 （ＺＯＦＲＩ社 ）サンティアゴ所 長  

イ キ ケ に は ， タッ クス フ リ ー ゾー ン が あ り ， こ こに は 国 内 外 か ら２ ， ０ ０ ０ 社 の 企 業 が 進 出 し て き て い る 。 墨 大

使 の 指 摘 されたとおり， 活 用 すべき。  

 

（２２） 新 車 販 売 増 加 （ＳＵＶ，インド車 ，ハイブリッド・電 気 自 動 車 ブーム（報 道 ）  
 本 年 （ １ ～ １０ 月 期 ） の 新 車 販 売 台 数 は ， オ ー ト クレ ジ ット の 拡 大 ， 低 金 利 ， ニ ュ ーモ デル の 登 場 ， 多

数 の モ デ ル 車 の 特 別 価 格 で の 提 供 に 起 因 し て ， １ ９ ％ の 伸 び で あ る 。 チ リ 自 動 車 協 会 （ Ａ Ｎ ＡＣ ） は ， １ ，

１０ ０ 万 ペ ソ （１ ７ ， ３０ ０ 米 ド ル 相 当 ） 台 の 新 車 需 要 が 伸 び て い る こと ， Ｓ Ｕ Ｖ， イ ン ド 車 ， エ コロ ジ ー 車 の

ブームとして，この 消 費 傾 向 を 興 味 深 く 観 ている 。  

 乗 用 車 （ セ ダン ， シ テ ィ ー カー 等 ） は 全 体 の ４ ３ ％ ， う ち７ ０ ０ 万 ペ ソ ～１ ， １ ００ 万 ペ ソ （１ １ ， ００ ０ ～ １７ ，

３００米 ドル 相 当 ）台 の 新 車 は 全 体 の５７．８を占 める。  
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ＡＮ ＡＣの カステジ ャーノ 事 務 局 長 は ， この 価 格 帯 は 最 も 競 争 力 が 高 く，ヤ リス（トヨタ） ，リオ（ 起 亜 自 動

車 ），セイル（シボレー）をはじめ，２６自 動 車 メーカーの６５モデルが競 合 し 合 っていると 話 す。  

 Ｓ Ｕ Ｖは ， 対 前 年 同 期 比 で は ２ ９ ％ の 増 加 で ， 全 体 の ３ ２ ％ を 占 め る 。 「 カ」 事 務 局 長 は ， Ｓ Ｕ Ｖの 伸

び は 家 族 向 け タイ プ の 需 要 拡 大 に よ る と し た 。 更 に ， Ｕ ｂ ｅ ｒ及 び Ｃ ａ ｂ ｉ ｆ ｙ な ど の 運 転 手 に よ る 購 入 が ， Ｓ

ＵＶ及 び１，１００ 万 ペソ台 までの価 格 帯 の 需 要 を後 押 ししている。  

 製 造 地 を み ると ， 乗 用 車 で はイ ンド 車 が 伸 び て おり ， ＡＮ ＡＣ は チリ 印 特 恵 協 定 に よる 効 果 と 分 析 し て

いる 。 韓 国 （ １９ ．３ ％） ， イン ド（１ ４． ７％ ），ブ ラジ ル（１３ ．０ ％） ， 中 国 （１ ２．１ ％） ， 日 本 （８ ． ３％ ），

仏 （ ６ ． ４ ％ ） ， メ キ シ コ （ ５ ． ９ ％ ） ， タ イ （ ５ ． ８ ％ ） と 続 く 。 Ｓ Ｕ Ｖ で は ， 日 本 （ ２ ６ ． ４ ％ ） ， 韓 国 （ １ ６ ．

８％）， 中 国 （１５ ．５ ％） ， 米 国 （７ ．３ ％），ブ ラジ ル（５．７ ％）， メキ シ コ（５ ．３％） ， 英 国 （４．５ ％） ，イ

ンド（３．９％）と続 く。  

 エ コロ ジ ー 車 （ ハイ ブ リ ッ ド 車 及 び 電 気 自 動 車 ） は ， パ イ は 小 さい が ， 対 前 年 同 期 比 で は 倍 増 し て お り ，

ハイブリッド車 は２６８ 台 ， 電 気 自 動 車 は９７ 台 。 業 界 では，サンティアゴ 首 都 圏 の 大 気 汚 染 対 策 計 画

が同 セグメントの 購 買 のイ ンセンティブになると 期 待 し ている。  

 

（２３） 北 部 と中 部 の電 力 系 統 接 続 （報 道 ）  
 ２１日 ，チリの 電 力 系 統 ＳＩＮＧ（ 北 部 ）とＳ ＩＣ（中 部 ）は 接 続 された 。 接 続 後 の 総 系 統 距 離 は６ ００ｋ

ｍ， 接 続 コス トは 投 資 ８ ６０ 百 万 米 ドル に 及 ん だ 。これは ，エネル ギー 当 局 にと っ て 最 も 野 心 的 なプ ロ ジェ

クトの 一 つであ った。 パチェ コ前 エネルギー 大 臣 とバチ ェレ大 統 領 が 計 画 を 発 表 し ， 僅 か３ 年 で 実 現 し た。

これによ り，Ｓ Ｉ ＮＧ は（ 中 部 の） 水 力 及 び 火 力 発 電 による 電 力 を 消 化 でき ， 逆 に ， 中 部 は（ 北 部 の） メヒ

ジョ ネス ，ト コピ ージ ャ ，ア タカマ 砂 漠 （ の 太 陽 光 ）の 発 電 電 力 を 受 け 入 れ ら れる 。 但 し ， 接 続 の 恩 恵 を１

００％受 けるにはまだ 課 題 が残 っ ており，それは，ポルパイポとカルドネス間 の 接 続 である。  

 

（２４） チ リ の対 ブラジ ル 経 済 関 係 （ 第 ６ 回 貿 易 監 視 委 員 会 ）（ 外 務 省 国 際 経 済 関 係 総

局 プレスリリース）  
 今 週 ，サ ンティアゴ に 於 いて， チリとブ ラジル（ 伯 ） の両 国 作 業 グル ープは， 規 則 と 市 場 ア クセスの 分 野 で

協 議 し ， ２ ２ 日 の 第 ６ 回 貿 易 監 視 委 員 会 で と り ま と め を 行 っ た 。 ま た ， 同 委 員 会 で は ， サ プ ラ イ チ ェ ー ン

構 築 の 可 能 性 ， 二 国 間 貿 易 及 び 投 資 の 評 価 に ついて協 議 した 。  

 チ リ 側 は ， ナサ ル 外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 （ Ｄ Ｉ Ｒ Ｅ Ｃ Ｏ Ｎ ） 総 局 長 ， 伯 側 は ， ホ ル ヘ ・ デ ・ リ マ 商 工

サービス次 官 が 代 表 とし て出 席 した 。  

 同 委 員 会 で は ， 電 子 原 産 地 証 明 の 使 用 に 関 する 覚 書 に 署 名 を 行 っ た 。ま た ，マル チ の 交 渉 課 題 を

共 有 し， グローバル・バリュ ー・チェーンやメルコスール と太 平 洋 同 盟 の 枠 組 みにおける 課 題 を 前 進 させるこ

とを約 束 した。  

 「 ナ」 総 局 長 は ， チ リ と 伯 は 政 治 ， 経 済 ， 貿 易 ， 広 範 な 協 力 に お い て 歴 史 的 に 長 い 関 係 を 有 す る 。

貿 易 に 関 し て は ， チリ・ メルコスール 経 済 補 完 協 定 （ＡＣＥ） ３５ 号 が 柱 と な っ てい る 。チ リに と っ て 伯 は ， 中

南 米 に お け る 主 た る パ ー ト ナー であ る 。 伯 と は ， 現 在 ， 締 結 済 み の 二 国 間 投 資 協 定 に 追 加 し て 取 り 込

む 公 共 調 達 ， 財 政 サ ー ビ ス に 係 る 議 定 書 に つ い て 交 渉 を 行 っ て い る 。 ま た ， 本 年 だ け で も ， サ ン パ ウ ロ

（伯 ）のチリ貿 易 輸 出 局 （ ＰｒｏＣｈ ｉ ｌ ｅ）をつうじて２５の貿 易 プロモーション活 動 を展 開 していると 述 べた。  
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（２５） ＥＰＡ見 直 し交 渉 （報 道 ）６９号 ）  
 先 週 ， ２ ０ ０ ３ 年 発 効 の Ｅ Ｕ ・ チ リ Ｅ Ｐ Ａの 見 直 し 交 渉 が 行 われ た 。 昨 ２ ３ 日 ， チ リ 外 務 省 と Ｅ Ｕ は ， 中

小 企 業 ， 持 続 的 発 展 ， ジェ ン ダ ー な ど 新 協 定 に 含 ま れ るべ き 優 先 的 な 課 題 に つ い て 話 し 合 い を 行 うべ

く，チリの市 民 団 体 及 び 民 間 部 門 との 会 合 をもっ た。  

 両 当 局 は， 交 渉 は１ 年 程 度 でまとまることを 期 待 している。  

 Z er vo u d a k i 駐 チ リ ・ Ｅ Ｕ 大 使 は ， チ リ は Ｅ Ｕ に と っ て 重 要 な 国 で あ り ， 我 々 に と っ て 中 南 米 に お け る 指

標 （ r e f e r e n t e）であると 述 べた。  

 ナサル 外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 （ ＤＩ Ｒ ＥＣ Ｏ Ｎ） 総 局 長 は ， チ リ とし て は ， 現 状 制 限 又 は 除 外 され

ている輸 出 産 品 ， 即 ち 全 体 の９．７％に 当 たる 部 分 の 自 由 化 に 関 心 をもっ ていると 述 べた。  

 

（２６） 中 国 財 務 省 のユニラテラル関 税 引 下 げ決 定 に伴 うチリへの影 響 （報 道 ）  
 中 国 財 務 省 が ２ ４ 日 ， １２ 月 １ 日 か ら 消 費 者 向 け の１ ８ ７ 品 目 の 関 税 を 引 き 下 げ る と 発 表 し た と こ ろ ，

当 該 品 目 の 中 に は ， チ リ が 対 中 輸 出 し て い る 冷 凍 サ ー モ ン 及 び ア ボ ガ ド が 含 ま れ る 。 チ リ 輸 出 促 進 局

（ Ｐ ｒ ｏ Ｃ ｈ ｉ ｌ ｅ ： チ リ の Ｊ Ｅ Ｔ Ｒ Ｏ ） の ブ ヴ ィ ニ ッ ク 局 長 は ， チ リ は ， ２ ０ ０ ５ 年 発 効 の チ リ ・ 中 国 Ｆ Ｔ Ａに よ り ， 前

記 ２ 品 目 は 無 関 税 で 対 中 輸 出 し て い る 。 この 中 国 の ユ ニ ラテ ラル の 決 定 は ， 中 国 と は Ｆ Ｔ Ａを 締 結 して

いない，チリの競 合 国 に 有 利 に 働 くと 警 鐘 を鳴 らす。  

 サ ーモ ン に つ い て ， 「ブ 」 局 長 は ， チ リ の 冷 蔵 サ ー モン の 対 中 輸 出 は 急 成 長 し て お り ， 冷 凍 サ ー モ ン の 関

税 引 下 げ が 影 響 を 与 え る こ と は な い 。 中 国 消 費 者 は 年 々 ， 冷 蔵 サ ー モ ン 志 向 を 高 め て お り ， チ リ 企 業

は当 該 商 品 のプロモーション活 動 に 専 念 するべきと 述 べた。  

 ア ボ ガ ド に つ い て は ， 中 国 は チ リ 輸 出 業 者 の 主 た る 市 場 で は な い も の の ， チ リ 業 界 は 輸 出 促 進 に 取 り

組 んでおり，２０１６年 は 中 国 向 けの供 給 国 第 １ 位 となっ た。  

 チ リか ら 中 国 へ の 主 な 食 品 輸 出 品 は ， さく らん ぼ ， 葡 萄 ， サ ー モ ン ，マ ス ， 豚 肉 ， 赤 ワ イ ン ，プ ラム ， ブル

ーベリー，アボガド。  

 

（２７） 移 民 の雇 用 （商 業 ・観 光 業 ）（報 道 ）  
 チリ 全 国 商 業 会 議 所 （ ＣＮＣ）の 報 告 によ れば ， チリ 国 内 の 商 業 及 び 観 光 業 に おけ る 移 民 労 働 者 に

よる 従 事 割 合 が 高 く なっ てい る 。チリ 国 家 統 計 院 （ＩＮＥ） によれ ば， 商 業 及 び 観 光 業 に 従 事 し てい る 外

国 人 の 割 合 は３４．４％（６４，２３２人 ）。  

 本 年 ７ ～９月 期 の チリ 国 内 の 全 雇 用 者 は ，８２ ０万 人 。うち 非 チリ 人 は， １８万 ７ 千 人 （全 体 雇 用 者

の ２ ． ３ ％ ） 。 対 前 年 同 期 比 で は ， １ ４ ％ の 増 加 。 一 方 ， 対 前 年 同 期 比 で 伸 び が 大 き い 産 業 は ， 不

動 産 業 （３３４％）及 び 金 融 業 （１７１％）。  

 国 籍 別 では，ペルー（２６．４％），コロンビア（１９．１％）及 びボリビア（１０％）が上 位 を占 める。  

 

（２８） ２０１７年 のＭ＆Ａ（チリ及 び中 南 米 ）（報 道 ）  
 チ リ の２ ０ １７ 年 Ｍ＆ Ａは 激 減 。 ベ ー カー ＆ マ ッ ケ ン ジ ー 社 の グ ロ ー バル ビ ジ ネ ス 見 通 し 報 告 書 に よ れ ば ，

２ ０ １７ 年 の Ｍ＆ Ａは 約 ５ ， ８ ０ ０ 百 万 米 ド ル 。 これ は ， ２ ０ １ ６ 年 の １ ９ ， ８ ０ ０ 百 万 米 ド ル か ら７ ０ ％ の 減

少 とな る。 一 方 ，２０１８年 は２９％ 増 加 し， 約 ７， ５００百 万 米 ドルの 見 通 しである。  

 同 報 告 書 に よ れ ば ， （ 中 南 米 諸 国 で は ） コ ロ ン ビ ア ， メ キ シ コ 及 び チ リ に つ い て は ， ２ ０ １ ８ 年 は 経 済 成

長 ， 好 金 利 ， コン ト ロ ー ル され た イ ン フ レ 条 件 か ら Ｍ ＆ Ａの 増 加 が 見 込 ま れ る 。 中 南 米 地 域 全 体 で は ，
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地 勢 的 な 不 確 実 性 が あ る と し な が ら も ， ２ ０ １ ７ 年 は ２ ４ ％ の 増 加 ， 一 方 ， ２ ０ １ ８ 年 は １ ５ ％ の 増 加 を

見 込 む。  

 

（２９） メルコスールとの協 議 （グローバル・バリュー・チェーン・原 産 地 規 則 ）：外 務 省 国 際

経 済 関 係 総 局 プレスリリース）  
 ２ ４ 日 ， ボ ゴ タ（ コロ ン ビ ア ） に 於 い て ， 太 平 洋 同 盟 と メル コス ー ル 両 地 域 の 専 門 家 グ ル ー プ は ， 本 年 ４

月 に 策 定 し た （ 太 平 洋 同 盟 と メル コス ー ルの ）ロ ード マッ プを 基 に ， グ ロ ー バル・ バリ ュー ・ チェ ーン 及 び 原 産

地 規 則 に 係 る 現 状 の 取 組 及 び 課 題 について 議 論 した。  

 チ リ か ら は ， ク エ ル ボ 外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 （ Ｄ Ｉ Ｒ Ｅ Ｃ Ｏ Ｎ ） グ ロ ー バ ル ・ バ リ ュ ー ・ チ ェ ー ン 専 門 官

及 びヴェアス同 原 産 地 ・税 関 手 続 き専 門 官 が 参 加 した。  

 「ク」専 門 官 は，グロー バル・バリュー・チェーンは 最 近 の 貿 易 エン ジンの 一 つであり，その 優 位 性 が 認 め ら

れるモデルだと 述 べた。  

 「 ヴ ェ」 専 門 官 は ， 太 平 洋 同 盟 と メル コスー ル の 場 合 に は ， 既 存 の 地 域 協 定 が 存 在 する こと に よ っ て ，

地 域 で 競 争 力 あ る グロー バル・ バリュー・ チェ ーン の 構 築 が 可 能 であ る 。そ う した 点 か らも ， 原 産 地 の 累 積

は，サプライチェーンの推 進 を 可 能 とする 上 で 基 本 的 な 手 段 となり 得 ると 述 べた。  

 

（３０） バルパライソ州 （ＡＰＥＣ２０１ ９ 開 催 候 補 地 ）におけ る説 明 会 ：外 務 省 国 際 経 済 関

係 総 局 プレスリリース）  
２ ８ 日 ， 外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 （ Ｄ Ｉ Ｒ Ｅ Ｃ Ｏ Ｎ ） は ， ナサ ル Ｄ Ｉ Ｒ Ｅ Ｃ Ｏ Ｎ 総 局 長 を ヘ ッ ド と し て ， バ ル

パ ライ ソ 州 （ 第 ５ 州 ） （ 当 館 注 ： 首 都 サ ン テ ィ ア ゴ に 隣 接 。 チ リ の 主 要 国 際 港 バル パ ライ ソ ， サ ン ・ ア ン ト ニ

オを 有 し ， 対 外 経 済 関 係 の 強 い 州 で あ る 一 方 ， ＡＰ Ｅ Ｃ ２ ０ １ ９ の 会 合 開 催 と な る こと が 想 定 され る ）の

州 政 府 ・ 公 的 機 関 ， 企 業 ， 学 界 及 び 市 民 団 体 等 と 会 合 を もち ，” 地 方 の国 際 貿 易 ”と 題 して チリ 政

府 の 通 商 政 策 の 説 明 を 行 っ た 。 こ の Ｄ Ｉ Ｒ Ｅ Ｃ Ｏ Ｎ の 取 組 は ， 国 の 政 策 の 透 明 性 を 図 る た め 市 民 向 け

に 情 報 提 供 を 行 う ことを 目 的 と して ， 第 １ 回 は， コンセプション 市 （ 南 部 第 ８ 州 の 港 湾 都 市 ） に て 開 催 し

ている。各 国 との貿 易 協 定 等 の 状 況 ついて， 以 下 のとおり説 明 を 行 った。  

 ア ル ゼ ン チ ン と は ， １ １ 月 初 旬 に 新 た な 貿 易 協 定 に 署 名 し た 。 協 定 に は ， 投 資 ， サ ー ビ ス ， 公 共 調 達 ，

通 信 ， 電 子 商 取 引 ， 動 植 物 検 疫 等 に 係 る 税 関 手 続 き が 含 ま れ る 。 中 国 と は ， ＡＰ Ｅ Ｃ ベ ト ナム 首 脳

会 合 の 機 会 に ， チ リ ・ 中 国 Ｆ Ｔ Ａ の 深 化 協 定 に 署 名 し た 。 新 協 定 は ， ５ ０ 品 目 以 上 の 市 場 ア ク セ ス に

留 ま ら ず ， 電 子 商 取 引 ， 貿 易 円 滑 化 ， 競 争 政 策 等 が 含 ま れ る 。 カ ナ ダ と は ， チ リ 加 Ｆ Ｔ Ａの 近 代 化 に

於 い て ， 動 植 物 検 疫 を は じ め 貿 易 の 技 術 的 障 害 （ Ｔ Ｂ Ｔ ） 章 を 取 り 込 み ， 公 共 調 達 章 の 見 直 し ， 投

資 章 やジェ ンダーと 貿 易 の章 の 新 設 に 取 り 組 んで いる。「ナ」 総 局 長 は， カナダ とは， 内 包 的 かつ 持 続 的

成 長 の 推 進 の た め に ， 国 際 貿 易 に お け る 女 性 の 寄 与 を 含 め る こ と の 重 要 性 を 共 有 し て い る と 述 べ た 。

インドネシアとは， 貿 易 協 定 を 年 内 に 合 意 ，そして 署 名 を 行 うことを期 待 し ている。ＥＵ とは，チリ・ＥＵ ＥＰ

Ａの近 代 化 が 重 要 であり ，来 年 １ 月 （ママ）から（見 直 しの） 交 渉 を 開 始 する。 太 平 洋 同 盟 は， 準 加 盟

国 （豪 州 ・ＮＺ・加 ・シンガポール）との交 渉 を行 って いる。ＴＰＰは，ＴＰＰ１１の 交 渉 がある。  

 ＡＰＥＣ ２０１９ につ いて は， バル パ ライソ 州 は， 同 会 合 の 開 催 候 補 地 と し てみて いる 。 チリの 豊 か な 文 化 ，

社 会 及 び 地 理 的 条 件 をＡＰＥＣメンバーに 紹 介 する絶 好 の 機 会 である。  
（以 上 ） 


